
前年度より6,976人増加しました。
令和4年10月から栃木県後期高齢者医療広域連合が
加入しました。

前年度より1,297人増加しました。
短期組合員の加入により、短期は前年度より59,600
円減少し、長期は給与改定等により2,942円増加しま
した。

所属所数　 42
  （市14、町11、一部事務組合17）

組合員数 24,230人
　 （うち、短期組合員　　7,024人

   任意継続組合員　　 144人）

被扶養者数　16,164人
（うち、短期組合員 　1,566人

    任意継続組合員 　　 78人）

平均標準報酬の月額 短期   320,650円
   長期   380,883円

総
括
事
項

組合会議員の補欠選挙が行われました

当組合の組合会議員であった第2選挙区選出の見目匡氏が退職され、
市町村長である組合会議員に欠員が生じたことから、6月9日に補欠選
挙が行われました。
その結果、第2選挙区組合会議員に芳賀町　大関一雄町長が当選され

ましたのでお知らせします。
なお、任期は前任者の残任期間で令和6年11月30日までとなります。

大関一雄 議員
(芳賀町長）

令和 4年度決算

組合員数の推移（人）

任意継続組合員
短期組合員

一般組合員

H30 R4 年度R3R2R1

16,747

166

16,724

186

16,798

138

17,109 17,062

7,024

144

145

平均標準報酬の月額の推移（円）

長期 短期

R4 年度R3R2R1

385,338
387,751

379,270
381,513

377,941
380,250

380,883

320,650
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　収入は、短期組合員の加入や給与改定等により掛金・負担金が増加しましたが、高齢者医療運営円滑化等補
助金は、令和2年度の前期高齢者納付金の精算により減少しました。
　支出は、医療費や傷病手当金及び育児休業手当金の休業給付が増加しました。
　決算の結果、当期短期利益金136,487,144円が生じたので積立金に積立て、欠損金補てん積立金に積立てる
26,433,367円を取崩し、利益剰余金は785,859,502円となりました。

　収入は、短期組合員の年齢層が高く、40歳以上の組合員数が増加したことや給与改定等により掛金・負担金
が増加しました。
　支出は、40歳以上の組合員数が増加したことから、介護納付金が増加しました。
　決算の結果、当期介護利益金20,895,788円が生じましたので、前年度より繰り越した介護繰越欠損金
128,258円に補てんし、介護積立金は20,767,530円となりました。

　欠損金補てん積立金は、当該事業年度以前3事業
年度における短期給付の平均請求額の100分の10
に相当する額です。

■ 短期給付

■ 介護保険

短期経理 組合員とその被扶養者の医療費の支払いや休業・災害などの給付を行っ組組合合員員ととそそのの被被扶扶養養者者の医療療費の支払いや休休業業 災災害害ななどどのの給給付付を行っ組合員とその被扶養者の医療費の支払 や休業 災害などの給付を行組合員とその被扶養者の医療費の支払いや休業 災害などの給付を行っ
ています。てていいます。ていますています。

利益剰余金
欠損金補てん積立金 452,959,263円

積立金 332,900,239円

医療費（外来及び調剤）の推移（千円）

R2 R4R3 年度

1,203,380
1,278,115

964,082
1,123,436

1,626,501

1,299,578

本人

家族

介護納付金の推移（千円）

R4 年度R3R2

1,079,853

1,155,411

1,225,043

支出
1,225,738

収入
1,246,633

負担金
618,729 

介護納付金
1,225,043 

掛金
627,904

任継掛金
還付金
695 

（単位：千円）

（単位：千円）

掛金
5,184,175

前期高齢者納付金・
後期高齢者支援金等
4,635,096

給付金
5,459,725 

支出
11,611,315

収入
11,747,802

負担金
5,143,057

補助金
139,345

次年度繰越
支払準備金
837,795

任継掛金
還付金
3,884

連合会
拠出金等
674,815

連合会
交付金他
549,615

前年度繰越
支払準備金
731,610 
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厚生年金保険経理

厚生年金の給付に係る組合厚生生年年金金のの給給付付にに係係るる組組合合厚生年金 給付 係る組合厚生年金の給付に係る組合
員保険料と負担金の徴収を員保保険険料料と負負担担金金のの徴徴収収をを員保険料と負担金の徴収を員保険料と負担金の徴収を
行っています。行ってていいまます行っています行っています。

退職等年金経理

退職等年金給付（民間の企退退職職等等年年金金給給付付 民民間間のの企企退職等年金給付（民間の企退職等年金給付（民間の企
業年金に相当）の給付に係業業年年金金にに相相当当）の給給付付にに係係業年金に相当）の給付に係業年金 相当） 給付 係
る掛金と負担金の徴収をる掛掛金金とと負負担担金金のの徴収収をを掛金 負担金 徴収る掛金と負担金の徴収を
行っています。行行ってていいまます行 ています行っています。

経過的長期経理

平成27年9月以前に受給権平成成27年年9月以以前前にに受受給給権権平成27年9月以前に受給権平成27年9月以前に受給権
が発生した公務上の障害年がが発発生生した公公務上の障障害害年年が発生した公務上の障害年発生し 公務上 障害年
金・遺族年金の給付に係る負金金 遺遺族族年年金金のの給給付付にに係係るる負負金 遺族年金 給付 係 負金・遺族年金の給付に係る負
担金の徴収を行っています。担金の徴徴収収をを行行っていいまますす担金の徴収を行 ています担金の徴収を行っています。

　この3経理は、年金給付に関するものです。収入した組合員保険料や掛金・負担金は、その全額を年金の支
払いや資金の運用を行っている全国市町村職員共済組合連合会に払い込みました。

　この預託金管理の2経理は、収入した利息及び配当金の全額を支払利息として連合会預託金に振り替えました。

区分 厚生年金保険経理 退職等年金経理 経過的長期経理

収入
組合員保険料・負担金 掛金・負担金 負担金

23,544,289,321円 1,504,603,267円 102,562,429円

支出
組合員保険料払込金・負担金払込金 掛金払込金・負担金払込金 負担金払込金

23,544,289,321円 1,504,603,267円 102,562,429円

差引 0円 0円 0円

退職等年金預託金
管理経理

全国市町村職員共済組合連合会が管理する退全全国市町村職職員員共共済済組組合合連連合合会会がが管管理理すする退退全国市町村職員共済組合連合会が管理する退国市町村職員共済組合連合会 管 す 退
職等年金給付組合積立金の一部から預託を受職職等等年金給給付付組組合合積積立立金金のの一一部部かからら預預託託をを受受職等年金給付組合積立金 部 託 受職等年金給付組合積立金の 部から預託を受
けて、貸付経理への貸付けを行います。けてて、貸貸付付経経理理へへのの貸貸付付けけをを行行いいます。けて 貸付経理 の貸付けを行いますけて 貸付経理への貸付けを行います。

経過的長期預託金
管理経理

全国市町村職員共済組合連合会が管理する経全国市町村村職職員員共共済済組組合合連連合合会会がが管管理理すするる経経全国市町村職員共済組合連合会が管理する経全国市町村職員共済組合連合会が管理する経
過的長期給付組合積立金の一部から預託を受過的長長期給給付付組組合合積積立立金金のの一一部部かからら預預託託をを受受過的長期給付組合積立金の 部から預託を受過的長期給付組合積立金の 部から預託を受
けて、地方公共団体が起債する縁故地方債の引けてて、地地方方公公共共団団体体がが起起債債すするる縁縁故故地地方方債債のの引引けて 地方公共団体が起債する縁故地方債の引方公共 体 起債す 縁故 方債 引
受けを行います。受けをを行行いいます受 を行 す受けを行います

区分 退職等年金預託金管理経理 経過的長期預託金管理経理

収入 利息及び配当金 9,296,106円 6,994,624円

支出 支払利息 9,296,106円 6,994,624円

差引 0円 0円

　収入の負担金は算定の基準日が4月1日であるため、昨年10月加入の短期組合員分の収入はなかったことから横
ばいで、連合会交付金は組合員1人当たりの単価の変更により増加しました。
　支出の賃借料は事務所の1坪当たり単価の引き上げにより、連合会分担金は組合員1人当たりの額の引き上げに
より増加しました。
　決算の結果、当期損失金11,053,183円が生じたことから積立金を取り崩して補てんしました。

業務経理 業業務務運運営営に必必要要な事務費や人人件件費費を賄賄っってていますす。業務運営に必要な事務費や人件費を賄っています業務運営 必要 事務費や人件費 賄 す
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積立金の推移（千円）

R4 年度R3R2

490,818
485,160

474,107

厚生費の推移（千円）

R4 年度R3R2

372,681 375,092

402,016

支出
293,944

収入
282,891

負担金
201,200

連合会
交付金
81,392

職員給与
118,421 

事務費
15,352賃借料

27,062

連合会分担金
9,380 

事務費
負担金払込金
86,233 

その他
37,496

その他
299 

（単位：千円）

支出
443,494 

収入
465,305

負担金
234,114

掛金
231,187

その他
15,103

特定健康
診査等費
26,375

その他
4 

厚生費
402,016 

（単位：千円）
　収入は、短期組合員の加入や給与改定等により負担金・
掛金が増加しました。
　支出は、厚生費の人間ドック、がん検診、宿泊施設利
用助成などが増加しました。
　決算の結果、当期利益金が21,811,084円生じましたの
で積立金に積立て、積立金は544,135,692円となりました。
　なお、令和5年度は特定健康診査・特定保健指導の受診
率等により減算対象組合となりましたので、引き続き受診
をお願いします。

保健経理 組組合合員員及及びびそそのの被被扶扶養養者者のの健健康康増増進進や保保養養のため 人間ドック、特特定定健健組合員及びその被扶養者の健康増進や保養のため 人間ドック 特定健組合員及 被扶養者 健康増進や保養 め、人間ドック、特定健
康診査・特定保健指導、宿泊施設等の利用助成などを行っています。康康診診査査 特特定定保保健健指指導導 宿宿泊泊施施設設等等のの利利用助助成成などを行行っってていますす。康診査 特定保健指導 宿泊施設等 利 助成などを行 ます康診査・特定保健指導 宿泊施設等の利用助成などを行っています

特定保健指導受診者数の推移（人）

動機付け支援

R2 R4R3 年度

積極的支援

372
365

358
340

395

379

項目 決算額 概要

厚
生
費

人間ドック・PET検査 270,684,560 円 人間ドック
PET検査

　9,972 人
58人

がん・婦人科検診、
歯科健診 67,439,685 円 がん・婦人科検診

歯科健診
26,638 人
 1,085 人

（延べ人数）

インフルエンザ助成 11,510,000 円 11,510 人  　　 　　　　
宿泊施設利用助成 13,996,000 円 4,847 人  （延べ人数）　

その他 38,385,861 円 救急薬品等配付、電話健康相談、育児指導誌、
医療費通知など

小　計 402,016,106 円

特定健康診査・特定保健指導 26,375,488 円 特定健康診査　
特定保健指導　

10,549 人
774人

その他 15,102,853 円 連合会分担金、委託費など
合　計 443,494,447 円

■ 支出の内訳
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貯金経理 貯金加入者の積立金を運用し、その運用益を支払利息として還元するこ貯貯金金加加入入者者のの積積立立金金を運用し、そそのの運運用用益益をを支支払払利利息息としてて還還元元すするこ貯金加入者の積立金を運用し その運用益を支払利息として還元するこ貯金加入者の積立金 運用し、その運用益 支払利息 して還元する
とにより福祉の向上を図ることを目的としています。とによよりり福福祉祉のの向向上上を図るここととを目的とししてていますす。福祉 向上 的とにより福祉の向上を図ることを目的としています

　収入は、有価証券の購入により、利息及び配当金が増加
しました。
　支出は、貯金額の増加により支払利息が増加しました。
　決算の結果、当期利益金154,211,767円が生じまし
たので、その全額を積立金に積立て、欠損金補てん積
立金に積立てる212,234,383円を取崩し、利益剰余金は
3,641,789,645円となりました。

　欠損金補てん積立金は、組合員貯金額の100分の5に相
当する金額です。

区分 金額
国
債

利付国債 20,200,000,000 円
国債計 20,200,000,000 円

地
方
債

群馬県公債 200,000,000 円
埼玉県公債 300,000,000 円
愛知県公債 500,000,000 円
福井県公債 100,000,000 円
兵庫県公債 300,000,000 円
福岡県公債 200,000,000 円
静岡県公債 500,000,000 円
東京都公債 400,000,000 円

地方債計 2,500,000,000 円

社
債

九州電力社債 200,000,000 円
東日本旅客鉄道社債 5,300,000,000 円
東海旅客鉄道社債 1,000,000,000 円
西日本旅客鉄道社債 1,800,000,000 円
九州旅客鉄道社債 200,000,000 円
東京地下鉄社債 1,000,000,000 円
東京瓦斯社債 600,000,000 円
大阪瓦斯社債 100,000,000 円
東邦瓦斯社債 200,000,000 円
三菱東京UFJ 銀行社債 1,300,000,000 円

区分 金額

社
債

三菱UFJ 期限前償還条項付社債 2,000,000,000 円
みずほフィナンシャルグループ
社債（劣後） 600,000,000 円

三井住友トラスト
ホールディングス社債（劣後） 100,000,000 円

社債計 14,400,000,000 円

諸
債
券

日本高速道路保有債務返済機構債 7,100,000,000 円
公営企業債 400,000,000 円
住宅金融支援機構債 5,600,000,000 円
地方公営企業等金融機構債 200,000,000 円
国際協力機構債 800,000,000 円
地方公共団体金融機構債 1,700,000,000 円
日本政策金融公庫社債 800,000,000 円
日本政策投資銀行債 300,000,000 円
東京都住宅供給公社債 800,000,000 円
神奈川県住宅供給公社債 300,000,000 円
新関西国際空港社債 900,000,000 円
福岡北九州高速道路債 300,000,000 円
広島高速道路債 400,000,000 円
鉄道建設・運輸施設支援機構債 700,000,000 円
都市再生債 600,000,000 円

諸債券計 20,900,000,000 円
計 58,000,000,000円

■ 保有投資有価証券の内訳

利益剰余金
欠損金補てん積立金 2,802,848,633円

積立金 838,941,012円

（令和5年3月31日現在）

支出
659,714

収入
813,925

（単位：千円）

利息及び配当金
813,925

支払利息
652,574

その他
941

職員給与、
事務費
6,199

貯金者数及び貯金額の推移

R4 年度R2R1 R3H30

470

561

518
493

482

9,243

9,844

9,4379,4479,350

貯金者数（人）

貯金額（億円）

資産の運用利回りの推移（%）

H30 R4R3R2R1 年度

運用利回り

支払利率

1.52

1.50

1.471.45

1.20

1.42

1.201.20

1.49 

1.50

普通預金 686,480,438 円
定期預金 500,000,000 円
金銭信託 500,000,000 円

投資有価証券（簿価） 57,920,259,000 円
そ の 他 165,517,547 円
合 計 59,772,256,985円

■ 資産の状況
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支出
15,830

収入
22,249 

組合員貸付金利息
22,085

支払利息
9,296 

職員給与、
事務費
5,560 

連合会
交付金
164 

その他
974 

（単位：千円）

支出
9,386

収入
36,500

受託商品手数料
35,620

その他
1,537

消費税
1,416

職員給与、
事務費
4,824 保険料

1,609

その他
880

（単位：千円）

貸付件数と貸付金残高の推移

R4 年度R2R1 R3H30

2,978,143

1,669,9041,928,7782,240,1152,532,843

1,365
1,070

1,129
1,192

1,265
貸付件数（件）

貸付金残高（千円）

立替件数及び立替金残高の推移

R4年度R2R1 R3H30

541,832 532,342

562,317

598,286

558,104

649 635654655627
物資立替件数（件）

物資立替金残高（千円）

貸付経理 組組合合員員がが臨臨時時にに資資金金を必要とすするるときにに、生生活活のの安安定定をを図図るるため貸付け組合員が臨時に資金を必要とするときに 生活の安定を図るため貸付け組合員が臨時に資金を必要とするときに、生活の安定を図るため貸付け
を行います。を行いますす。を行いますを行います。

物資経理
組合員が物資指定店から生活需要物資を購入した代金の立替事業や組組合合員員がが物物資指定定店店かから生活需需要要物物資資を購購入入した代代金の立替替事事業業やや組合員が物資指定店から生活需要物資を購入した代金の立替事業や組合員が物資指定店から生活需要物資を購入した代金の立替事業や
万が一（死亡・高度障害）の場合や、病気等の保障として遺族付加年金万万がが一一 死死亡亡 高高度度障害 の場合合や 病病気気等等のの保保障障ととして遺遺族付加年年金金万が （死亡 高度障害）の場合や 病気等の保障として遺族付加年金万が （死亡 高度障害）の場合や、病気等の保障として遺族付加年金
“きずな”事業を行います。“ききずずなな 事事業業を行行いまますす。ずきずな 事業を行います

　収入は、貸付金の減少により組合員貸付金利息が減少
しました。
　支出は、退職等年金預託金管理経理からの借入金の減
少により支払利息が減少しました。
　決算の結果、当期利益金6,419,869円が生じましたの
で、取崩した欠損金補てん積立金と合わせて積立金に積
立て、利益剰余金は1,006,276,315円となりました。

　収入は、物資立替額の減少や遺族付加年金“きずな”
の加入者の減少により受託商品手数料が減少しました。
　支出は、立替事故の減少により保険料が減少しまし
た。
　決算の結果、当期利益金が27,114,912円生じました
ので、取崩した欠損金補てん積立金と合わせて積立金
に積立て、利益剰余金は530,633,652円となりました。

■ 令和4年度貸付金

■ 令和5年1月1日　遺族付加年金“きずな”加入者数

区分 利率（年） 件数 貸付金
普通貸付 1.26％ 287件 200,960,560円
住宅貸付 1.26％ 438件 1,136,204,232円

在宅介護対応
住宅貸付 1.00％ 35件 34,224,647円

災害貸付 0.93％ 6件 9,831,977円
特別貸付 1.26％ 298件 264,021,482円

特例災害貸付 0.63％ 6件 24,660,855円
計 1,070件 1,669,903,753円

区分 人数
加入者 9,581人

内訳
組合員 6,689人
配偶者 1,788人
子ども 1,104人

　欠損金補てん積立金は、組合員貸付金の額の100分の5
に相当する額です。

　欠損金補てん積立金は、借入金の額の100分の5に相当
する額です。

利益剰余金
欠損金補てん積立金 83,495,188円

積立金 922,781,127円

利益剰余金
欠損金補てん積立金 1,000,000円

積立金 529,633,652円
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